
提案団体からの見解について補足説明 

 

○ 職業能力開発校と専修学校を同等と主張することについて、例えば、自動車整備士養成

施設は国の「自動車整備士養成施設等の基準」に基づくものであり、２級自動車整備士養

成課程のある職業能力開発校と専修学校とでは、指導内容や施設の設備等は同等である。 

 

○ このように職業能力開発校は、設備及び編制等において既に入管法別表１の４に掲げ

られている専修学校と同等と認められるため、職業能力開発校入校者に「留学」を付与し

ていただきたい。 

 

○ さらに、本提案は「経済財政運営と改革の基本方針 2021」に掲げる「外国人材の受入」

により、地方の中小企業の人材確保が図られ、「活力ある中堅・中小企業等の創出」を通

じた「活力ある地方創り」への貢献も期待できることから、国の方向性と一致している。 

 

○ なお、本県の職業能力開発校修了者（２年課程）は、職業能力開発短期大学校や職業能

力開発大学校専門課程と同等のカリキュラムを修了したと認められ、職業能力開発大学

校応用課程に編入が許可されている。 

 

○ 上記のように編入が認められていることからも職業能力開発校が専修学校と設備及び

編制等で同程度とみなせると考える。 

 

○ 仮に、専修学校と同程度とみなせないとした場合であっても、本県としては、制度改正

により、出入国管理及び難民認定法別表第一の四に掲げる教育機関の対象を拡大すべき

と考えるが、それができない理由、また拡大することによる支障を明確にお示しいただき

たい。 

  

○ また、「技術・人文知識・国際業務」の在留資格に関する主張については、県の職業能

力開発校において、プログラミング、自動車整備等を実施するなど、修了生は一定水準以

上の専門的知識を習得しており、またその知識を必要とする業務に従事している。 

 

○ 職業能力開発校と専修学校では、修了者の取得可能な資格が同等の場合が多く、習得す

る専門的知識も同程度と考えられることから職業能力開発校修了者について、専修学校

修了者と同等に評価し「技術・人文知識・国際業務」の在留資格を付与できると考える。 
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別紙 管理番号 212「地籍調査における既存公図と現地の乖離に係る修正方針の統一・明確
化」二次回答 
 
公図は、種類や地域等によってその精度が異なるものであり、また、一つの公図の区域内に
おいても、土地によって現地の状況を比較的正確に表している場合とそうでない場合があ
るなど、公図がどの程度筆界を正確に表示しているかについての事情が様々である。そのた
め、地籍調査に際し、公図に示された内容をどの程度筆界の調査の考慮要素とするかは、そ
の事案ごとに個別的に判断する必要があり、資料としての公図の取扱いについて、一律の基
準を定めた運用を行うことは不可能であり、逆に一律の基準を示すことにより誤った筆界
の調査につながる可能性があり適当でない。 
一方で、成果認証後に大幅な修正を行うことが事務負担につながるという点等については、
当省としても必要な対応を行いたいと考えている。 
具体的には、次の４点について、法務局・地方法務局に事務連絡等で周知する方向で検討す
るとともに、表示登記を担当する登記官による各種の研修や会同等の席上で、これらの考え
方等を説明することにより、各登記所にその内容を十分周知させることとしたい。 
①成果認証後の段階での助言が地方公共団体の負担になり得る点に留意するとともに、普
段から地方公共団体との連携を密にし、地方公共団体に早い段階からの相談を促すととも
に、助言を求められた際には、速やかに助言を実施すること 
②法律上、登記官の助言は技術的な性質のものであり、指示・命令といった位置付けのもの
ではないこと。ただし、成果物に問題点が多数見られる場合には、不動産登記規則第 10条
第５項の規定に従い、不動産登記法第 14条第１項に基づく地図ではなく同条第４項に基づ
く精度の低い地図として登録することになる可能性があり、その旨の認識を十分に共有す
ること。 
③上述のとおり一律の基準を示すことは困難であるが、助言に当たっての基本的な考え方
（地籍調査においては飽くまでも現地の筆界を調査することが必要であり、同調査に際し
ては公図に示された土地の形状のみにこだわるのではなく、既提出の地積測量図等各種資
料を踏まえて判断する必要がある旨等）を登記官が共有できるようにすること 
④前提条件等に変更がない場合に、登記官が一旦示した見解を、合理的な根拠なく変更する
ことがないよう助言等の対応の一貫性に十分留意すること 
なお、当省でも全国に 50ある全ての法務局・地方法務局から、地籍調査を行う市町村との
やり取りに係る実情を聴取した結果、送付された地籍調査の成果に、次のような事案が散見
されることが判明した。 
①既提出の地積測量図と相違するもの 
②公図と大幅に相違するもの 
③従前にされた筆界特定の結果と相違するもの 
④コンピューターによる取扱いに適合しない登記簿に係る物件についての調査がされてい



ないもの 
⑤合併制限を看過したまま調査が終了しているもの 
この点、地籍調査を行う地方公共団体に対しては、関係する図面や登記記録について十分に
調査することはもちろん、上記②のような事案については、調査の完了を待つことなく早い
段階（一筆地調査時等）で管轄登記所に相談することをお願いしたい。また、⑤のような事
案を含め、成果の中に登記することのできない事案が含まれる案件については、引き続き登
記所からその点に係る助言を行う必要があることは御理解いただきたい。さらに、昨年、国
土調査法の改正と併せて不動産登記法が改正され、一定の要件の下、地籍調査を行う地方公
共団体による筆界特定の申請が可能となった。公図と現地とが大幅に相違し、土地所有者間
の筆界に関する認識が相違するなど、困難な事案について筆界特定制度を活用することに
より、法務局が筆界を調査した結果を地籍図に反映させることが可能となったことから、同
制度の活用も併せて検討願いたい。 
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